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「憲政上の危機」と国連  

－コンゴ動乱における国連、アメリカ、ベルギーの関係－  
 

玉村健志  

一橋大学大学院法学研究科博士後期課程  

 
 

はじめに  

 

1960 年 9 月 5 日、動乱の深まるさなか、コンゴのジョセフ・カサヴブ（Joseph 

Kasavubu）大統領は声明を発表し、政府内の不和を引き起こし、また国を内戦

に陥れたことを理由として、パトリス・ルムンバ（Patrice Lumumba）首相を

解雇した。しかし、これを不服としたルムンバ首相は、逆に大統領を退け、自ら

が元首となる旨の声明を行った。「憲政上の危機（Constitutional Crisis）」の始

まりである。  

重要なことは、国家機構と社会の複合的で相互作用的な崩壊の中で、多くの人

命が失われ、人々の生活がより悲惨なものとなったことにあろう。統治機構が不

在の状況において、諸勢力が反対者を恣意的に逮捕、虐待、暗殺したことによっ

て治安は極度に悪化し、略奪や暴行はますます日常のものと化していったからで

ある。  

国家機構の瓦解を分析する際、まず国内要因に目が向けられるのは当然であり、

コンゴ動乱の研究においても、そのような傾向があった 1 。しかし、「憲政上の

危機」を単にコンゴ人同士の権力闘争として描くのは精確ではなく、カサヴブの

行動にはアメリカ、旧宗主国ベルギー、国連事務局の直接的あるいは間接的な支

援があったことは、アメリカでの外交資料公開以降、アメリカ、ベルギー、国連

の外交資料に基づく研究により、史実として明らかになってきている 2 。このこ
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とは、同時に当時国連の採った政策の正当性に深い疑念を投げかけるものとなり、

これを新植民地主義的な共謀であったとの主張すら出てきた 3 。  

よって、ハマーショルドの政策を、国連側の資料を基に体系的に分析し、更に

「憲政上の危機」がどのようなフィードバックを彼の政策にもたらしたのかとい

う点に踏み込んで国連の政策を精査する試みが、今改めて必要になっているとい

えるだろう。「憲政上の危機」を、国連がその崩壊に加担した政府を自ら再構築

する過程として描きなおし、その意味を問い直さねばならないからである。  

「憲政上の危機」は、同年 7 月の暴動発生を引き金として、コンゴに破壊と混

乱をもたらした、いわゆるコンゴ動乱の過程の中で、その後の展開を左右した一

つの重大な出来事だったといえるが、この動乱が発生した 1960 年代初頭と言え

ば、国連の植民地独立付与宣言にみられるように、植民地支配の非正統性が国際

世論としてゆるぎない地位を獲得した時代であり、60 年秋の国連総会では 16 カ

国  が新独立国として国連に加盟することになっていた。このことは当時の国際

関係において、次の二つのことを意味していたと考えられる。一つは、ますます

守勢に追い込まれていく西欧の宗主国側にとっては、築いた権益をいかにして独

立後も保持していくかが重大な関心事となったということであり、もう一つは、

U2 機撃墜事件に続くパリサミットの破綻をめぐり米ソ対立が深まる中、新興独

立諸国が親米政権となるのかあるいは親ソ政権となるのかという問題に、両超大

国は無関心ではなかったということである。  

他方、国連の職員たちは、鉱山資源の豊富なカタンガ洲の分離独立運動にベル

ギーの政府および軍が深く関与していることを決して是認しておらず、カサヴブ

がベルギー人顧問の影響下にあったことも快くは思っていなかった 4 。また、冷

戦をアフリカに持ち込まないことを政策目標として掲げていたハマーショルド

にとって、アメリカのコンゴ政策が常に望ましいコースを辿っていたわけでもな
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かった。よって、ルド･ドゥ・ヴィッテ（Ludo De Witte）が主張するような新

植民地主義的結託関係が国連事務局、ベルギー、アメリカの三者間に存在してい

たとは考えにくい 5 。にも関わらず、三者はルムンバの排斥と言う一点において

は、奇妙にも利害の一致をみていたのだといえる。よって、本稿では、この「便

宜上の結婚」が発生し、そしてほころんでいく過程を、国連事務局を軸としつつ、

アメリカ、ベルギーとの関係を視野に入れて描くことを試みたい。  

「憲政上の危機」の発生がいかにしてもたらされ、結果として同事務総長が描

いていた構想やコンゴの歴史にどのようなフィードバックをもたらすこととな

ったのか。スウェーデン王立図書館にて筆者が収拾した、国連の内部資料を基に

検討したい。  

 
 

一 動乱の発生と三つの目的  

 

 1960 年７月 5 日、独立から 1 週間も経たずして公安軍のコンゴ兵による暴動

が発生し、ベルギー人を主とする白人一般に対する攻撃へと転化した。白人層は

恐慌を来し、自国民保護と秩序回復を理由にベルギー軍が投入された。当初模索

された両国間の協力関係も、マタジでの武力衝突とカタンガの独立宣言により潰

えることとなり、7 月 12 日、ルムンバ首相とカサヴブ大統領は内政介入を理由

に国連へと提訴した。  

翌 13 日に召集された安保理は決議 143 を採択し、ベルギーに対して撤退を要

請する一方、事務総長に対してはコンゴ保安軍が国連の技術援助のもとに十分に

その任務を遂行できるようになるまで「軍事援助」を行う権限を付与した。ここ

に、コンゴにおける国連平和維持活動（通称 ONUC）が成立することとなった。

決議は、国連軍の設置には一切触れず、「軍事援助」の内容は事務総長に一任さ
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れることとなった。  

ところで、四年に渡るONUCの活動において、幾つかの決議が安保理および総

会で採択されたが、これら諸決議は、何が、そしてどこまでがONUCのマンデー

トであるのかという点について曖昧な点が多い上に、決議の積み重ねによるいわ

ば決議のパッチワークだといえる。この様なマンデートの不明確性については、

以前より批判がある 6 。とはいえ、「表向き」の、法的次元を別とすれば、本稿

が主に扱う 1960 年 7 月から 12 月までの過程において、実際の政策としてハマ

ーショルドが追求したものは、大別して、法・秩序の維持、脱植民地化の完遂、

冷戦浸透の防止の三つであったと考えることができるだろう。本稿では、これら

三つの目的が、「憲政上の危機」の発生とその後の展開にどのような影響を与え

たのかという点に着目しつつ、ONUCの展開を考察したい。  

ONUCに関するハマーショルドの政策方針は、まず第一に、スエズ動乱で展開

した国連緊急軍（UNEF）の経験に基き、国連の進駐によってベルギー軍の撤退

を可能にするというものであった。すなわち、短期的には国連軍が、そして長期

的には国連の訓練を受けたコンゴ保安軍が法と秩序を維持するというヴィジョ

ンを示すことで、ベルギー軍は自国民保護という介入の根拠を失うことになり、

撤退を可能にするという考え方だといえた。ハマーショルドによれば、国連軍と

は、コンゴ政府による「法と秩序」再確立を援助するため政府の同意において提

供される「臨時的な保安軍（ temporary security force）」であった 7 。この「法・

秩序維持」という言葉は、ONUCの活動を規定し、あるいは正当化するものとし

てしばしば用いられることとなるが、凡そ国が内戦下にある状況においては、こ

の理由付けが多くの事象に適用可能であることを意味していたといえる。  

第二に、ベルギー人たちは独立後もコンゴに残留し、様々な形でコンゴに対す

る影響力を保持しようとしたため、ベルギー人たちによる「干渉」を除去するこ
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とが、ONUC の重要な目的の一つとなった。コンゴ政府は、国連への提訴に前

後して、ベルギーとの外交関係を断絶していたが、その背後にあったのがカタン

ガ州の独立問題であった。暴動とベルギー軍介入による混乱の最中、カタンガ州

のチョンベ大統領が分離独立の宣言をしていたためである。問題は、カタンガの

独立がベルギー軍将校の統率する憲兵隊により支えられていたことであり、ベル

ギーの鉱山企業の多い同州を再支配する試みだとみられたことであった。よって、

このベルギー人の存在が動乱の過程で問題化するにつれ、国連はベルギー人の国

外退去への措置を重ねていくことになった。国をベルギー人の支配から解放する

という意味において、ONUC は脱植民地化を全うする役割を担っていたと言え

よう。  

もっとも、ハマーショルドが、当初カタンガ州とコンゴ政府との対立を内政問

題として、国連が関与することを極力避ける方針を採っていたことから、分離の

「黙認」がカタンガの「独立」に内実を与える時間的余裕を与えたとの批判があ

る 8 。しかし、ハマーショルドがカタンガ問題を内政問題だと認定したことで、

国連がこの問題に対して対処することを困難にしたという指摘が正しいとして

も、そのことが分離の「黙認」を意味したとまでは言えないのではないだろう。

なぜなら、後述するように、ここにこそハマーショルドとベルギー当局の間に大

きな認識のずれが存在していたからであり、カタンガ問題の長期化は、ハマーシ

ョルドの意図した結果というよりは、ベルギー側の意図と能力に対する彼の見通

しの甘さによる部分が大きかった可能性が高いからである。  

そもそも、カタンガの分離に関しては、「政府が･･･止められなければ、この国

の急速な瓦解の始まりになる」との懸念が国連側にはあった 9 。但し、そのこと

は、即刻カタンガの問題に国連が取り組むことを意味せず、ハマーショルドは、

コンゴの他の地域において地歩（ ”position of strength”）を確保した後、カタン
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ガ問題に取り組むという二段階構想を示していた 10 。とはいえ、国連部隊の派

遣は順調に進められ、7 月末にはONUCの最高責任者であるラルフ・バンチ特別

代表（Ralph Bunche）より、国連軍がカタンガ以外への配備がほぼ完了した旨

の報告を受けた。  

ブリュッセルに向かったハマーショルドは、ベルギー政府との会談において、

安保理決議上、ベルギー軍のカタンガ撤退を要求する義務が自分にあると主張し

たが、ベルギー側の同意は得られず、撤退の確約を得られぬまま、コンゴへ発つ

こととなる 11 。ハマーショルドは、レオポルドヴィルからピエール・ウィニー

（Pierre Wigny）外相へ改めて書簡を送ると同時に、補佐官のハインリヒ・ウ

ィーシュホフ（Heinrich Wieschhoff）をブリュッセルへ派遣した。そして、ベ

ルギーとハマーショルドに対する批判が安保理に持ち込まれればアフリカ勢は

ソ連側に付くこと、その際西欧諸国が拒否権を発動すれば冷戦がアフリカに持ち

込まれ、紛争の「局地化」（ localization）の努力が失敗に帰すこと、そして、ア

フリカ諸国がコンゴ政府に直接の軍事援助を与え、国連軍から撤退すれば、国連

軍を維持できなくなることなどを説いたのである 12 。  

この時点における、カタンガに対するハマーショルドの交渉方針は、第一にコ

ンゴ危機の「局地化」、第二に国連軍の平和的進駐、第三にチョンベの地位の「リ

ーズナブルな」保護、第四に欧州人の安全の確保という四つの目標を確保するこ

とであった 13 。このため、平和的進駐の可能性を見極めるため、カタンガに派

遣されたバンチが、無衝突での進駐を不可能と判断すると、ハマーショルドは、

8 月 6 日、安保理を召集したのである。この安保理で、ハマーショルドは、ベル

ギー軍の即時撤退と、国連軍のカタンガ進駐を骨子とする決議を得て、自ら州都

エリザベトヴィルへと向かうこととなった。  

先述の通り、分離主義が「部分的にはベルギー官僚らに奨励されている」とい
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う認識を持ちながら、この安保理で、ハマーショルドがカタンガ問題を「内政問

題」との立場を採った意図については、解釈が分かれている。しかし、これを「偽

りの認定」と断言できるかどうかは難しいのではないか。なぜなら、ハマーショ

ルドは、分離問題の中核にあるのは、中央政府とカタンガ政府、両当局の確執で

あって、ベルギー軍さえ退去すれば、基本的には国内当事者の問題に還元できる

と考えていた節があるからである。「政治状況のサイドライト」と題された電信

において、ハマーショルドは、「チョンベは、ルムンバとギゼンガという二人の

男に対する個人的なフラストレーションから･･･恐らくベルギーのアドバイスを

得て･･･統一コンゴに留まって中央政府に屈する方針ではなく、分離の方針を選

んだ」とカタンガの状況を分析していた 14 。  

さて、なぜこのタイミングで、ハマーショルドが「内政問題」との立場を表明

したかといえば、先行研究でも指摘されているように、国連軍の進駐が急務だっ

たからであり、ベルギー、カタンガ双方にとって進駐を受け入れやすくする必要

があったからであろう 15 。それでは、なぜ急いだのだろうか。資料によれば、

それは、ハマーショルドのルムンバに対する懸念と密接な関わりがあった。

ONUCの方針の第三点目、すなわち、冷戦浸透の防止は、この点で、カタンガ問

題とリンクしていたのである。  

7 月下旬に渡米したルムンバは、アメリカとカナダに二国間の直接援助を要請

したが、断られ、ソ連に同様の要請を向けるようになっていた。このため、「西

で失望した」ルムンバが「東とつるみ、国連とも敵対することを決めた」ことに

危機感を抱いたハマーショルドは、ルムンバの帰国までにベルギー軍のカタンガ

撤退問題の決着を付けることを目指すこととなった 16 。同様に、バンチもベル

ギー軍撤退問題の長期化が、ソ連やアフリカ諸国からの軍事的支援を招き、最終

的に国連軍崩壊へとつながる可能性を示唆し、「ルムンバやソ連の･･･国連によら
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ない軍事的な支援と活動のための策略に先手を打つほど早くなくてはならない」

と同調した 17 。  

同年の国連総会年次報告書で示されたように、ハマーショルドは、新興諸国が

冷戦の新たな闘技場と化すのを阻止することを、国連の重要な政策の柱として認

識していた。ハマーショルドが「防止外交（preventive diplomacy）」と呼んだ

この政策構想は、新たに勃発した紛争を「局地化」することで、東西対立の浸透

を防ぐというものであり、スエズ、レバノン、ラオス、コンゴがその適用例とし

て挙げられた 18 。先述のウィニー外相への書簡において、ハマーショルドが「朝

鮮戦争」再来の回避を説いたのも、この政策の一環だといえる。そして、上述の

ように、ソ連によるルムンバ支援の阻止という文脈においては、「防止外交」は

反ルムンバ政策となった。  

一方、カタンガ問題を国内問題とし、国連が中央政府を支援しないという決定

は、ルムンバを激昂させた。ルムンバにとってのプライオリティーは、ベルギー

軍の即時撤退とカタンガ分離運動の即時終結であり、国連の支援を主張した。ル

ムンバの目的は、軍事的手段を用いてでも分離運動を終結させることであり、ど

の国からでも支援を得る姿勢を見せた。  

他方、ハマーショルドは、国連の進駐はあくまで平和的であるべきだと考えた。

コーディアへの電信において、ハマーショルドは、「子供の集団を満足させるた

めに他方 [ベルギー ]の国内状況に大混乱を起こすことはできない。これは弱腰の

路線を意味するわけではなく、理性的な路線を採る事を意味している。自分の安

保理に対する責任は、概して平和、正義、静か [な外交 ]であって、早まった行動

によるコストで･･･行うものではない」と述べている 19 。  

8 月の初旬から中旬にかけて、両者は決議の解釈をめぐって数回書簡を交換し

たが、ルムンバは、コンゴにおける国連の目的は中央政府に軍事援助を与えるこ



 9

とだと主張し、ハマーショルドの決議解釈に反対した 20 。この間両者の溝は埋

まるどころか、悪化の一途を辿り、ルムンバは、国連が中央政府に同情的でない

として、ガーナやギニアから直接軍事援助を受けることを示唆し、国連の退去を

も示唆するに至った 21 。そして、8 月 26 日、終にルムンバはカタンガ侵攻に踏

み切ったのである。カタンガに接するカサイ州南部でも、8 月初旬にアルベー

ル・カロンジ（Albert Kalonji）が分離独立を表明していたため、カタンガ侵攻

の前段階として、まず南カサイに兵が送られた。その際用いられたのが、ソ連が

提供した輸送機とトラックであった。  

以上見てきたように、ONUC における、法・秩序の維持、脱植民地化の完遂、

冷戦浸透の防止という三つの目的は、独立した別個の政策目標というよりは、相

互に密接に結びつくものとして追求されたといえよう。これらは、国連のプレゼ

ンスにより、諸外国の干渉を排除するというスキームにおいて相互に補完しあう

ものだったといえる。しかし、そのことは、三者が同じ比重を持って、同じタイ

ムスパンで追求されることを意味するわけではない。  

また、ルムンバとハマーショルドでは、各々のプライオリティーが異なるのは

明白であり、所用期間に対する見通しも異なっていた。とりわけ、カタンガ問題

に関して、ハマーショルドは、中長期的なアプローチを考えていた節がある。ア

メリカのヘンリー･キャボット・ロッジ国連大使（Henry Cabot Lodge）に対し、

国連が進駐すれば「チョンベの分離への努力は足場を失う可能性が高く、ある程

度の自治を条件に政府との予備交渉に入るだろう」との見方を示していたからで

ある 22 。この点で、ルムンバとは大きな認識の隔たりがあった。  

他方、ベルギー政府との間でも、カタンガ問題への認識のずれがあった。ハマ

ーショルドの見解では、先の安保理決議によって、ベルギー側は「初めてゲーム

が終わったことに気づき始めた」はずであり、チョンベとの会談による「打開」
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で、「ベルギー人たちにとって･･･出て行かなければならないことが明らかになっ

た」はずであった 23 。しかし、ベルギー側では、全く異なる認識が持たれてい

たのである。技術援助使節団としてカタンガに派遣されていた、アロルド・ダス

プルモン・リンデン伯（Harold d’Aspremont Lynden）とロベール・ロトシルド

（Robert Rothschild）は、ブリュッセルへの電信の中で、ハマーショルドが「カ

タンガの事実上の領土的統一性を保存している･･･カタンガの構造は国連によっ

て、そして遠くない将来ベルギー将校の指揮下でカタンガ軍によって守られるだ

ろう」と報告している 24 。これは、双方の楽観的な見通しがもたらした誤解だ

と言えるが、この溝が埋まらない限り、カタンガ問題の長期化は必至だといえた。

にも関わらず、ベルギー政府と国連当局は、互いの意図を誤解したまま、ルムン

バ排斥に向けて、奇妙な提携関係を見せ始めていたのである。  

 
 

二 「憲政上の危機」の発生  

 

ルムンバ首相との関係が悪化する一方で、ハマーショルドが穏健派とみなすカ

サヴブ大統領、ボンボコ外相、イレオ上院議員らとの関係が着実に築かれていっ

た。8 月 25 日、イレオはバンチとの会談の中で、13 人の閣僚がルムンバに反対

しているが、敢えて声をあげていないこと、ルムンバに閣僚交代を迫るための三

分の二多数を上院で握っていること、そして上院は国連を信任し、国連活動の継

続を訴える動議を可決するとの意向を秘密裡に伝えている 25 。  

もともと、国連関係者のルムンバに対する評価は、当初からあまり芳しいもの

ではなかった。国連軍派遣決定の数日後の時点で既に、バンチはルムンバに対し

「流暢だが、完全に熱狂した（maniacal）子供だ」という印象を持っていた 26 。

ハマーショルドも、同日のロッジとの会談で「ルムンバ政権は強くなく、長くは
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続かない」との見通しを示した 27 。他方、ジャスティン・ボンボコ（ Justin 

Bomboko）外相やトーマス・カンザ（Thomas Kanza）国連大使については、協

力的で「彼らだけが教育と理解（understanding）を有している」との高い評価

をバンチは下していた 28 。ハマーショルドがベルギー軍の撤退を急いだのも、

ルムンバら「強硬派」が、ベルギー軍のカタンガ駐留によって生じる「カード」

を持つ限り、「コンゴの未来が託されるべき者たち」は彼らに歩調を合わせねば

ならず、立場が弱まり続けると判断したからであった 29 。  

確かに、ルムンバのソ連提訴については、閣僚内で意見が一致していたわけで

はなかった。7 月中旬に、スタンレーヴィル訪問中のルムンバが、ベルギーへの

「最後通牒」としてソ連への提訴を公言したとき、ボンボコとカンザはこの書簡

の有効性を疑問視する一方、「国連の努力」存続の重要性を強調した 30 。また、

首相不在で開かれた閣僚委員会でも、委員たちはロシア軍到来や国連撤退には消

極的な立場を示していた 31 。カサヴブ大統領も、「ある大臣たち」による反国連

的態度を批判する姿勢を見せた 32 。そして、カサヴブがルムンバを「解任」し

た際、その条例に副署した大臣の一人がボンボコ外相であり、カサヴブから組閣

の指名を受けたのがイレオ上院議員であった。  

しかしながら、冒頭で述べたように、このような「穏健派」とルムンバ派の対

立は、国内要因のみでは描ききれないことが近年の研究で明らかになってきてい

る。ルムンバによるカタンガ侵攻にソ連の支援が絡んでいたことで、西側諸国、

とりわけアメリカの敵意を招くことになったからである。  

8 月中旬、ダグラス・ディロン（Douglas Dillon）国務次官が国家安全保障会

議の席上述べたように、アメリカの政策担当者の間には、コンゴでの国連のプレ

ゼンスがソ連の締め出しに一役買っており、「国連が撤退した後にソ連がコンゴ

の要請にて介入する」という状況を避けるため、「あらゆること」をしなければ
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ならないとの認識があった 33 。後にCIAの他国指導者への工作活動を調査した、

米国連邦議会上院の報告書によれば、この会議の翌日、リチャード・ビッセル

（Richard Bissel）CIA副長官は、現地の職員に対し、ルムンバと「親西側グル

ープ」との交代計画にゴーサインを出し、CIAはルムンバ失脚から暗殺までを含

めた水面下の活動を開始したという 34 。また、CIAの定期報告書によれば、この

時期、ベルギーの工作員も同様の活動をカタンガ州都エリザベトヴィルや隣国の

ブラザヴィルを基点に行っていた 35 。  

国連職員が、この解任劇に直接的あるいは間接的に関与していたとの指摘もあ

る。ハマーショルドの側近、アンドリュー・コーディア（Andrew Cordier）は、

バンチがニューヨークに戻り、後任のラジェシュワル・ダヤル（Rajeshwar 

Dayal）が就任するまでのわずかー週間を埋めるために現地に派遣されたが、そ

の間数回カサヴブと会談し、ルムンバ解任の可能性を議論したとされている。コ

ーディアは、恩師シュワルム教授への私信の中で「事務総長は穏健派を奨励し、

彼らは他の強力な政治勢力からも奨励されている」ことを記している 36 。  

実際、ハマーショルドは、カサヴブやボンボコ、イレオなどの「穏健派」が政

権を執ることを望んでおり、アメリカのロッジ国連大使に対し、「ルムンバは打

破されねばならない」と語っていた。ロッジは、国務省宛の電信の中で、「ハマ

ーショルドは、ルムンバとの新しい危機の発生を予期しており、それによりルム

ンバの政治権力が十分に弱まることで、カサヴブやイレオが実効的支配を請け負

うことができるようになると考えている」ことを報告している 37 。  

先述のように、ハマーショルドの懸念は、ルムンバがソ連を引き込むことであ

ったが、ルムンバ解任の前日、ハマーショルドは、「戦争の勃発という非常に緊

急なリスクを持つ潜在的な朝鮮状況」について、次のような趣旨のメモを残して

いる。それによれば、「朝鮮状況」のリスクは三つあり、一つにベルギー軍の存
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在がコンゴの「解放」という正当化を与えること、二つめにギニアやアラブ連合

国が（ソ連の干渉に）便宜地国旗（ flags of convenience）を提供しうること、

三つめにソ連が政府の要請で行動したと言いうるのに十分な地位を持った手先

が存在すること、であった。しかし、ベルギーの撤退は完了し、ギニアやアラブ

連合がそのような行動を取る可能性は低いと見られた。故に、三つ目の「ルムン

バの問題が残った」のである 38 。  

解任劇が起こると即日、ハマーショルドはコーディアに指示を送り、基本法

22 条により元首は首相を解雇できるが、同じく 19 条により元首の地位は「不可

侵」であるとの解釈を示し、「現状況では国連は元首を唯一の明確な権威として

扱わざるを得ない」との方針を示した 39 。その二日後、ハマーショルドは、ア

メリカ国務省のウッドラフ・ウォルナー国務次官補代理に対して、彼が「国連や

彼 [ハマーショルド ]自身の立場を損なうことなく、超憲法的措置を通じてルムン

バを取り除こうとしている」ことを認めている 40 。  

ところで、この時ONUCは「法と秩序の維持」を理由に、空港および放送局を

閉鎖する措置を採ったが、これがルムンバにとって不利に働いたため、ソ連やア

フリカ諸国から、内政干渉であり中立性に欠いた措置であるとの非難を受けた。

このことが、どこまで国連側に意図されたものだったのかという点については、

当時から論争があり、非難がやや誇張されたケースもあった 41 。しかし、全般

的にみれば、ハマーショルドがイギリスのハロルド・ビーリー国連大使に対して

認めたように、国連の措置は中立的なものとして正当化が可能でありながら、実

際にはカサヴブ寄りのものだったといえる 42 。当初ラジオ局の「護衛」を求め

たカサヴブに対し、コーディアが「閉鎖」に代えるよう連絡を採ったことは、こ

の時の両者の関係を良く表している 43 。その上で、ハマーショルドは、国連の

措置を「大統領による要請」を根拠とするのではなく、「法と秩序の維持という
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線」で、この「極端な行動を念入りに仕上げる（elaborate）」よう、コーディア

に指示を出した 44 。  

さて、ルムンバ失脚をめぐるハマーショルドの意図に関しては、資料的制約か

ら明らかにし切れない部分が多くあるが、本稿では、以下の仮説を提示したい。

第一に、ハマーショルドはカサヴブのクーデターがカサヴブの勝利により短期的

に収束することを期待していたと考えられる。これは、ダヤルへの電信の中で、

「下院と上院で投票がされた後、和解と妥協的解決への圧力が生じて事態が安定

し･･･国連による二つの措置が解除され、空港とラジオ局が遅滞なく再開される

ことが私の願いであった」と述べていることからも推測できる 45 。  

但し、恐らくハマーショルドにとっての誤算は、ルムンバが自らを元首と名乗

る一方で、事態がルムンバ有利に展開して行ったことであろう。下院、上院とも

にカサヴブのルムンバ解任を破棄する決定を行っており、反ルムンバ姿勢が期待

された上院は、むしろ下院よりも強くルムンバ支持の立場を打ち出した。13 日

に開かれた両院による合同議会は、政治的解決と和解についてルムンバに全権を

与えている。そして、議会で演説したルムンバは、依然として国連の撤退を要求

し続けていた。  

第二に、ハマーショルドはルムンバが勝利した場合に備えて、撤退要求を無視

するつもりだったとみられる。「ルムンバが生き残り、国連の即時撤退を要求し

たときは受け入れず、即刻安保理会議に持ち込む」ことをアメリカ側に伝えてい

たからである 46 。バンチへの電報においてハマーショルドは、公安軍が秩序維

持を担えない状況での国連の撤退は、不可避的に外国の干渉につながり、平和と

安全に対する脅威を引き起こすため、「疑いなく安保理の支持を得るだろう」と

の自信を見せていた 47 。  

第三に、ハマーショルドは、国軍を「中立化」することで、国防省を兼任して
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いたルムンバから、軍の統括権を剥奪する計画を持っていたことが考えられる。

「憲政上の危機」が発生するとすぐに、ジョセフ・モブツ（Joseph Mobutu）大

佐は国軍が中立の立場を採ることを表明したが、それは国連軍副司令官であり、

モブツのアドバイザーでもあったベン・ケッタニ（Ben Hammou Kettani）将軍

の助言によるものであった 48 。  

これに対し、ルムンバは、モブツ大佐に停戦命令を撤回してカタンガ州とカサ

イ州での戦闘を続行するよう要求した。板ばさみにあったモブツは、ケッタニに

職務からの辞意を伝えている。モブツに再考を説得したダヤルは、事務総長への

電報の中で、このようなルムンバの要求が「モブツの立場を支えきれないものに

している」と報告している 49 。  

このような状況下、9 月 14 日、モブツはクーデターを起こし、政治家に冷静

になる時間を与えるため、カサヴブに指名を受けたイレオ内閣とルムンバ内閣を

両者とも無効とし、議会を停止する声明を発表した。但し、軍が権力を掌握する

意図がないことを強調し、暫定的に大学出身者と大学生からなる「委員会」が政

策を担当するとの方針を示した。その上で、ソ連大使館の閉鎖と国連との協力を

公表したのである 50 。  

このクーデターに関して、国連関係者がどの程度関わったのかについては、未

だに推測の域を出ない。しかし、ケッタニ将軍がモブツのアドバイザーをしてお

り、モブツがケッタニの隣室に住んでいた事実を考えれば、なんらかの関与があ

ったと考える方が恐らく妥当であろう 51 。ダヤルもモブツの動きを数時間前に

はケッタニから聞いていたが、声明放送直前に訪れたモブツに対し、止めようと

いう動きは見せていない。むしろ、ダヤルはモブツの記者会見に立ち会うようケ

ッタニに依頼している 52 。  

このようにして、ルムンバは失脚し、危機は乗り越えられたかのように見えた。
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ロッジ米国国連大使との会談において、「チョンベとカサヴブの間にはカタンガ

問題は存在しない」ため、「ルムンバがいなくなり、この危機が過ぎれば、カタ

ンガ問題は解決されるに違いない」との認識を示していたように、ハマーショル

ドは、ルムンバの除去で万事が円満に解決することを期待していた節がある 53 。

しかし、現在の視点から振り返ってみた場合、ルムンバ個人の失脚は、ルムンバ

派とカサヴブ派の対立を各州に波及させ、国全体が内戦へと陥っていく新たな危

機の始まりだったとみることができる。ONUCの当初の目的だった「法と秩序の

維持」はむしろ悪化していくこととなった。  

 
 

三 政策の代償  

 

国連、アメリカ、ベルギーは、ルムンバから権力基盤を剥奪するという点にお

いては、利益の一致を見ていたといえる。しかし、モブツによりソ連大使館が閉

鎖され、共通の脅威が差し迫ったものではなくなると同時に、この便宜上の提携

関係はほころびを見せ始め、代わって互いの意図に対するボタンの掛け違いが表

面化し出した。そして、ハマーショルドにとって、更なる誤算は、ベルギー側の

巻き返しにより、カサヴブやモブツが国連サイドの顧問から距離を採りはじめ、

徐々にベルギー人顧問の影響下に入ったことであろう。それは、ルムンバ追放と

いう手段により冷戦浸透の防止を貫徹しようと試みた結果、もう一つの目的であ

る脱植民地化の完遂が阻害され始めたことを意味していた。  

ハマーショルドの行動には、国連事務総長という立場上、大きな制約があった

と考えられる。一つは、少なくとも公の立場上、紛争の当事者に対しては中立の

立場を採らざるを得なかったこと、そしてもう一つは、コンゴの基本法を尊重す

べき立場にあったことである。彼が 9 月初旬の安保理会議について「主旋律は親
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ルムンバ」と評したように、国連の措置がルムンバに不利に働いたことについて

は、ルムンバを支持するアフリカの「急進派」諸国やソ連から激しい批判を受け

ており、あからさまにカサヴブに肩入れすることは難しかったといえる。故に、

ハマーショルドは一方でカサヴブを唯一の権威として認めながらも、議会の支持

を得ないイレオ内閣やモブツの「委員会」を承認しないという奇妙な立場を採る

ことになった。このことは、カサヴブやモブツとの間に溝を作ると同時に、彼ら

を支持したアメリカ政府やベルギー政府とも亀裂を生むことになったのである。 

他方、このような立場を採る以上、国家を「無政府」状態から「正常な」状態

に戻すにはいずれは議会や政府を再建せねばならないことは確実だといえた。ま

た、職務上もルムンバとカサヴブの間に何らかの妥協点と「和解」を見出すべき

立場にあった。これは、国連によるルムンバ護衛という問題を引き起こし、以前

の提携者たちとの溝を更に深めたのである。   

カサヴブとルムンバの和解に関しては、両者の対立が決定的になった直後から、

アフリカ諸国の大使たちによって両者を取り持つ試みがなされていた。中でも、

ガーナ、モロッコ、アラブ連合の大使たちは、両者の和解に積極的に行動し、9

月 15 日には、両者が元の地位に留まるという条件で、原則的な和解の合意を得

ていた 54 。また、国内でも下院の設置による和解委員会が、両者の妥協案を模

索していた。これらの活動は、ソ連宛ての偽造「ルムンバ書簡」の「公表」によ

り、一時阻害されかけたが、18 日には両者からの和解案の署名へとこぎつけた 55 。

しかし、カサヴブはその後前言を覆し、再びルムンバへの逮捕状を出すに至って

いる 56 。22 日には、モブツがケッタニ将軍とともにダヤルを訪れ、国連の後援

の下での両者の和解という計画を提示したが、カサヴブはこれについても消極的

な態度を見せ、話を進めようとしなかったのである 57 。その後、ルムンバも態

度を硬化させたため、「憲政上の危機」は長期化の様相を見せ始めた。  
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このような和解努力の挫折について、ダヤルは回顧録で「悪意のある影響力」

によるものだったと記している 58 。事実、一方では、アメリカのコンゴ駐在大

使クレア･ティンバーレーク（Clare Timberlake）がカサヴブとイレオに対し、

ルムンバと和解しないよう働きかけていた 59 。ルムンバの政府への復帰は、ソ

連の帰還を意味すると考えられたからである。  

他方、カサヴブやモブツに対するベルギー人顧問たちの影響力も強まっていた。

モブツが暫定的な執行機関として設立した「委員会」のメンバーたちは、そのほ

とんどが学生であり、ベルギー人教授たちに助言を求めたためである。ダヤルは、

彼らがあたかも「古きよき独立前の日々に戻ったかのように」、国連のプランに

干渉を始め、ONUCの顧問たちが「委員」に接触するのを阻害し始めたとハマー

ショルドに報告している 60 。  

元々、暴動発生でベルギー人が大量に帰国し、コンゴの行政機構は麻痺状態に

陥ったことから、ONUCは、技術援助の一環としてコンゴの行政機構全般に渡り

コンサルタントを派遣していた。しかし、ベルギー人が「委員」たちの顧問につ

いたことで、組織的な雇用活動がなされ、ベルギー人がコンゴに戻り始めたので

ある。このようなベルギー人の影響は、「委員」だけに留まらず、モブツ自身や

カサヴブにも及び始めた。モブツの顧問だったケッタニ将軍は、モブツが急速に

「無反応 (unresponsive)」になったとの不満をダヤルに伝えている 61 。また、ダ

ヤル自身、ベルギー人が「政治的真空」に入ろうとしており、「自らの戦略的地

位を確保する帰結として…UNOCの影響力を弱めようとしている」との懸念をハ

マーショルドに伝えた 62 。そして、カサヴブ、モブツの両者にベルギー人の顧

問が就いた結果、両者は次第に接近し始めた。9 月 29 日に行われた、カサヴブ

による「委員」たちの「就任式」は、両者間の提携関係形成を端的に表したとい

えるだろう。  
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このようなベルギー人たちの巻き返しは、政治の領域に留まらなかった。モブ

ツの停戦命令により、コンゴ国軍はカサイ州からの撤退を開始したが、この地を

奪還し、分離活動を再開したカロンジの憲兵隊は、ベルギー人将校らに率いられ

ていた 63 。カロンジによれば、これらのベルギー人将校はカタンガから「借り

ている」ものであり、故に将校たちの中には、クレヴクール（Crevecouer）大

佐のように、カタンガ憲兵隊で主要な地位を占める者もいた。これら将校たちに

率いられたカロンジ軍は、現地の国連部隊を待ち伏せ、攻撃をかけ始めたのであ

る。これは国連軍が現地で初めて直面した組織的攻撃であった 64 。  

その一方で、ONUC設立元来の目的である「法と秩序」が政府不在の状況下で

悪化の一途を辿っていった。中央政府が崩壊したことで、各地で権力闘争が発生

し、恣意的逮捕が横行し、国軍はコントロールを失った。経済が麻痺し、失業率

が増加する一方、行政機構には財源もなく賃金の支払いを求めて暴動が発生した。

カサイ州やカタンガ州の北部では州政府と部族側との抗争が続いていた。ダヤル

は各地で事件が日常化していることに警鐘を鳴らし、「個人や部族、政党の立場

が鮮明化し、敵意が増大するにつれ全体的な状況は改善するどころか悪化してい

る。中央での袋小路を解決することが急務であり、さもなければ各州の状況はま

すます悪化する。」と報告した 65 。こうして、中央政府の再建問題が緊急の課題

として浮上することとなったのである。  

 
 

四 政策の修正とその顛末  

 

10 月に入る頃には、ハマーショルドも政府再建に積極的動き始め、国連総会

のためニューヨークに滞在中のアジアやアフリカ各国の首脳と会談を行った。政

府再建の手法に関しては、この時点で三つのアプローチが挙がっていた。一つは
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コンゴ人指導者たちによる円卓会議の開催、二つ目が議会再開による政府再建、

そして三つ目は総会決議に基づく調停委員会による調停であった。10 月 2 日、

インド大使と会談したハマーショルドは、新政府は議会に基づくべきだとの大使

の見解に同意し、成立の見通しの暗い円卓会議よりは、議会という民主主義的代

表制のアプローチを採るべきだと述べた。これは国連が全政党の全議員による定

例議会の開催のために必要な条件を整えることを意味していた。そして、総会に

よる調停ミッションについては、延期する考えをダヤルに指示している 66 。こ

の「議会アプローチ」が、ナセルやインドネシア大使から支持を得たことは、彼

にとって「新たな潮流」であった。とりわけ、ナセルの「現実的立場」は、それ

までのアラブ連合のルムンバ支持の立場から考えると意外であり、ハマーショル

ドにとっては、ナセルが「ルムンバ主義に対してワクチンを打っている」事実の

発見であった 67 。  

ダヤルもこの見解に同意し、この線でアジアやアフリカ諸国の大使と接触を始

め、アフリカ諸国大使たちの「完全な支持」を得るに至った 68 。その一方で、

10 月中旬にかけて、ルムンバ、センドウェ、チョンベなどの各指導者に接触を

図り、概ね連邦制と議会制の復活という線で好感触を得て、議会再開がリーズナ

ブルなアプローチという結論に達した 69 。  

この方針修正は、帰結として、ルムンバの逮捕に対するONUCの方針の転換を

もたらすことになった。従来、ONUCの方針転換は、ルムンバに好意的なダヤル

の着任と言う観点から説明されることが多く、モブツのクーデター以前にダヤル

は着任していた事実は看過されがちであり、一方でルムンバを追い込みつつ他方

でルムンバを護衛するという、一見矛盾するようなダヤルの方針について、納得

に足る説明はなされてこなかったように思える。しかし、実際には、ダヤルは最

初からルムンバ宅をガードするように指示したわけではなかった。むしろ当初は、
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ルムンバに好意的なガーナ部隊が、正当な逮捕に介入しないというダヤルの指示

を、守らないことに懸念を示していた 70 。しかし、ハマーショルドが議会再開

に向け積極的に動き出す中、ルムンバの逮捕がハマーショルドによる平和的解決

や国の統一、アジア･アフリカ諸国への根回し等を阻害するとの立場から、方針

を転換させ、ルムンバ宅へのコンゴ国軍兵士の侵入を許さないとの新たな指令を

出したのである 71 。  

しかし、この方針転換は、ルムンバ逮捕を望むアメリカ政府やベルギー政府と

の距離を更に広げるものとなった。ダヤルによれば、ルムンバの逮捕に固執する

西側諸国の大使たちの動きは「近視眼的であり、偏狭で利己的な冷戦思考に基づ

くもの」であった 72 。国連の措置がルムンバの強化につながるとの懸念を表明

するアメリカ側に対し、ハマーショルドも「ティンバーレークやアメリカとって

の目的」と「国連にとっての目的」には相違があると伝えている 73 。ルムンバ

解任を支持していたハマーショルドが、「ルムンバは依然として首相である」と

の見解を示し、首相公邸からの強制排除を拒否したことはアメリカ政府にとって

は、「心移り（change of heart）」と映り、深い懸念を引き起こしたのである 74 。  

その一方で、ハマーショルドは、ベルギー人の帰還問題にも着手した。「我々

はベルギー人を入れるために『他者を締め出している』わけではない」と憤りを

示したハマーショルドは、この「浸透を止めることはmust」であり、さもなけ

れば「これまでの 3 ヶ月の全政策が意味」をなさなくなると述べ、ダヤルに報告

書の作成を指示した 75 。これを受け、ダヤルは、元首と議会に基づく単一の政

府の再建を提唱する一方、カタンガとレオポルドヴィルに存在するベルギー人顧

問に対しては厳しい批判を展開する報告書を作成した 76 。このベルギー批判は、

ベルギー側の反発を招き、アメリカ政府も「ベルギーの誠意」に対する信頼を表

明し、初めて公の場においてONUCの方針を支持しない立場を表明したのである。 
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その間、ニューヨークでは、カサヴブとルムンバの、いずれの代表団に国連に

おける代表権を認めるかにつき、西側諸国およびアフリカの旧仏領諸国と、東側

諸国およびアフリカ「急進派」諸国の間で、激しい論争が展開されていた。しか

し、11 月中旬、西側諸国の圧力に脆弱な国々が立場を翻したことで、カサヴブ

代表団をコンゴの代表とすることが総会で可決された。  

この国連総会での勝利は、カサヴブを非妥協的な方向へと向かわせることにな

った。パリで記者会見を開いたカサヴブは「誰と何のための調停なのか」と発言

し、ルムンバとの和解が全く念頭にないことを明らかにした。帰国後、ダヤルと

の会談でも、解決すべき問題はないとの同様の態度を示している 77 。一方、ル

ムンバは、カサヴブの帰還祝賀会の隙を突いて、レオポルドヴィルからの脱出を

図り、当時ルムンバ派の議員が集結していたオリエンタール州のスタンレーヴィ

ルへと向かった。ONUCには、モブツの国軍による捜索に介入しないという指令

が出され、ルムンバは 12 月 1 日、遂にモブツの兵によりカサイ州で逮捕された。  

しかし、ルムンバの逮捕は、急進派諸国による苛烈なハマーショルド批判を引

き起こすこととなった。これらの国々による、政治犯の即時釈放、議会の即時召

集、ベルギー人顧問の退去などを骨子とした決議案が総会で否決されると、ギニ

ア、アラブ連合、モロッコ、インドネシア、ユーゴスラビアは、ONUCからの撤

退を表明したのである。撤退する兵の総数は 6000 人にも上った。ハマーショル

ドが総会決議に圧力をかけるための「ハッタリ」とみた軍崩壊のリスクは、現実

のものとなったのである 78 。  

ルムンバの逮捕とカサヴブの代表権獲得は、正に西側諸国の意図に沿う状況で

あったといえよう。しかし、これが国の安定につながるのかとの問いを立てたダ

ヤルの見通しは、否定的なものであった。ルムンバの逮捕は、ルムンバ支持者た

ちからのリアクションを引き起こすからである 79 。  
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ダヤルの予見は、不幸にも的中した。ルムンバ逮捕から凡そ 2 週間後、スタン

レーヴィルに終結したルムンバ派は、「正統政権」の樹立を発表し、急進派諸国

に対して ONUC からの撤退と彼らの政権への直接支援を訴えたのである。二つ

の「中央政府」に加え、二つの「独立」政府が乱立し、国は大規模内戦の瀬戸際

にあった。ソ連やアラブ連合等の支援を受けるスタンレーヴィル政権の成立は、

正にハマーショルドが懸念した「朝鮮状況」の前夜をもたらしたと言えるだろう。

また、治安がますます悪化していく中、アフリカ諸国の撤退により、ONUC の

「法･秩序の維持」は困難の度を増していた。その傍らで、カタンガ政権は、ベ

ルギー人顧問と将校の指導の下いよいよ磐石となり、脱植民地化とは逆行した動

きを見せていた。ハマーショルドが抱いた三つの目的は、その全てが危機に瀕す

ることになったのである。  

 
 

むすび  

 

「憲政上の危機」とは一体何だったのだろうか。また、コンゴ動乱の過程にお

いて、あるいはコンゴ史においてどのような意味を持ったのであろうか。  

「憲政上の危機」は、国連の様々な支援により、61 年 8 月にシリル・アドー

ラ（Cyrille Adoula）を首班とする中央政府が成立することを持って終結したと

いうのが、コンゴ動乱研究における一般的な理解である。しかし、果たして、そ

れでメデタシメデタシなのだろうか。「憲政上の危機」とは、国連が自ら崩壊に

加担した政府を再構築する過程ではなかったのか。  

確かに、国際法的観点からみれば、合憲的中央政権の復活は、国連に対して同

意を与えうる主体が再興され、「正常な」状況に戻ったことを意味する、との議

論を立てることも可能かもしれない。しかし、中央政府の瓦解を引き金として、
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各地で引き起こされ、あるいは増幅された対立と憎悪は、政府を再構築したくら

いで克服されるものではない。「憲政上の危機」の間に、またその後のルムンバ

派と政府中枢との争いの中で、家族や住居、財産、そして生命を失った人々の存

在を考えれば、これを動乱の過程における、単なるモラトリアム的な無政府の一

期間として片付けるべきではなかろう。だとすれば、この「危機」の発生に関わ

った者たちの判断の是非は、やはり厳しく問われねばならない。  

本稿では、アメリカ、ベルギーとの関係に目を配りつつ、ハマーショルドの政

策に焦点を当てて分析してきたが、元々、国連、アメリカ、ベルギーという三者

間の提携関係は、ソ連の支援によるルムンバのカタンガ侵攻という共通の脅威に

基づくものであった。よって、その脅威が後退するとともに、便宜上の提携関係

は崩れていったのである。アメリカとベルギーで政権が交代し、冷戦浸透の防止、

脱植民地化の完遂、法と秩序の維持というハマーショルドの三つの政策が、再び

まがりなりにも軌道に乗るまでには、ルムンバの暗殺、ルムンバ派による復讐、

各地でのルムンバ派と反ルムンバ派との権力闘争、更にはこれに連動した内戦状

況の悪化など、更に多くの血が流されることになった。  

確かに、コンゴに冷戦闘争を持ち込まないという目的と天秤にかけた場合、ル

ムンバ追放は妥当であったという議論もあるかもしれない。しかし、冷戦浸透の

防止は、ルムンバ追放によってしか成し得なかったのだろうか。ここで想起すべ

きは、ルムンバは国連とアメリカの支援を得られなかったためソ連に要請したと

言う事実、そして、ルムンバ、ハマーショルドの両者に於いて、カタンガの独立

終結という目的自体に対立があったわけではないという事実である。むしろ、ハ

マーショルドを悩ませたベルギー人による巻き返しは、ルムンバが失脚したから

こそ起きた現象だといえる。目的を共有していた両者が、なぜ手法の相違を解決

できなかったのか。計五年にもわたる内戦において、ルムンバ派と欧米の支援す
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る中央政府との抗争が一つの対立軸となり続けた歴史を考えると残念でならな

い。  

にも関わらず、ルムンバとの確執が表面化した 8 月中旬から「憲政上の危機」

の発生にかけて、ハマーショルドや国連職員たちがルムンバに対し、彼らの長期

的計画を説明し、理解を得ようとした形跡はほとんど見られない。むしろ、ルム

ンバ失脚に向けた準備が進められていたのは、本稿で見たとおりである。そこに

あったのは、コンゴのより良い将来を構築しうるのは、コンゴ人たち自身ではな

く、国連職員たちであるという、ある種のパターナリズムではなかったか。彼ら

が「子供」と見た首相を説得する試みは早々に放棄され、彼を除去する計画に代

えられたといえる。  

あるいは、「ヒトラー」とは交渉の余地がないと考えたのだろうか 80 。「独裁

者」を除去するために介入した結果、国家と社会が長期的な崩壊過程に入る。ど

こかで我々が目撃している状況に重なるものがないだろうか。  

恐らく、ハマーショルドの誤算は、ルムンバが容易に取替えの利くものだと判

断したことであろう。カサヴブの指名したイレオ内閣が議会の承認を得られず、

ルムンバに対するコンゴ議会と多くのアフリカ諸国による支持を目の当たりに

して、ハマーショルドはルムンバが首相として体現するものを認めざるを得なか

ったのだといえる。加えて、この誤算は「憲政上の危機」の長期化を予測できな

かったことも意味した。各地での失業率の上昇、暴動、略奪、内戦、治安の悪化、

行政機構の全般的麻痺等々の問題が山積していく一方、ONUC の措置を承認し、

執行しうる政府は不在であった。故に、自ら崩壊に携わった政府の再構築が急務

になったのだといえる。しかし、アメリカやベルギーの横槍もあり、中央政府の

再興ですら容易ではなく、一年近い年月が必要となった。そして、その後も引き

続く内戦から、「法と秩序の維持」は、ONUC の活動において最後まで達成され
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ることはなかったのである。  

クーデターから約 2 週間が経過した 9 月下旬において、当時多方面から圧力

を受けていたモブツは、ティンバーレークに対して、ふと「なぜ前政権を転覆し

てしまったのか時々分からなくなる」と漏らしている 81 。しかし、ルムンバの

失脚、そしてその帰結としての「憲政上の危機」が本当に必要であったのかとい

う問いは、計画を画策したものたちこそが問い直すべき問題ではないのだろうか。 
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